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【修士論文概要書】 
 
 本論文では、日本における男女平等化を進めるため女性のエンパワーメントだけでは 
無くジェンダー主流化(ジェンダーメインストリーミング)を日本の社会に取り入れること
が重要であることを証明する。ジェンダー主流化とは、政策立案の根源において女性の能
力・視点の導入、政策立案から決定までの手法である。 
これまで日本は、男女平等化に向けて、全ての職業に男女共に選択肢・権利を有すると
したエンパワーメントを重要視してきた。しかし、エンパワーメントを重要視することに
より男女それぞれが持つ社会的な特質は失われた。ジェンダー主流化の導入は、政策立案
にジェンダーの考えを基本とした男女の視点や能力を活かすことを重要とするため社会全
体の構成員の特質を活かすことに繋がり、日本社会における男女差を無くすことができる。 
 日本では、1948 年に採択された世界人権宣言を基礎とした国際人権規約を 1979 年に一
部を除き批准していることから他国と同様にこれに同意している。また、1975 年に開催さ
れた第一回世界婦人会議から現在まで国連に加盟する国々では、「世界女性行動計画」、「女
子差別撤廃条約」、「国際労働基準」等が女性の人権に関する規定を定め、日本もまたこれ
ら基準に同意している。しかしながら、日本には女性の人権問題を始め未だに解決されて
いない売春やドメスティックバイオレンス等の人権問題が現存している。特に男女格差は、
世界経済フォーラムによって作成されている gender gap index ranking では、全体 135 ヶ国
中 98 位、日本の分野別ランクでは、経済が 135 ヶ国中 100 位、政治 101 位、教育 80 位
と全体の中で下位に位置する。先進国であるはずの日本では、女性管理職・国会議員数、
女性の早期退職や、女性の労働適齢年齢における就業率の低下は、国際基準から見ると大
変遅れをとっている。教育に関しては、日本の識字率の高さから考えれば低い順位である
が、この順位の要因として日本の女性研究員、特に理系の女性研究員数が他国に比べ、少
ないことが理由として挙げられる。個人の興味や関心の有無も含まれるが男女それぞれが
持つ日本での社会的概念である性別役割が家庭内労働等の無償労働と有償労働の区分だけ
では無く、多様な分野で存在していることが影響している。また、自身の性別への意識に
よる選択が影響していると考えられる。女性の管理職数・正規雇用数・議員数の問題が大
きい。日本の男女平等化における遅れは、世の中の半分が女性であるにも関わらず、日本
社会ではその半分を占める人口を蔑視していることに繋がる。女性は生態的な特徴として、
妊娠・出産がある。そのため、妊娠すると多くの女性は一時的に出産・育児のため休暇ま
たは、退職し日本の女性就業者数のグラフは毎年ほぼ同じ「M 字」の形勢である。女性に
とってアンペイドワークである家庭内労働に、強い義務感があり、外で働くことを辞め出
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産・育児を最優先とする専業主婦は高度経済成長頃から急速に増加する。しかしながら、
女性の家庭内労働への強い義務感だけでは「M 字」とはならない。原因としてあげられる
のが、ポジティブ・アクション「女性の能力発揮促進のための企業の積極性」の取り組み
が一般的な場でなされていないことが上げられる。つまり日本での性別役割分担は日本社
会が生み出したものである。 
本研究の仮説として次の二つを実証する。一つ目は、ジェンダー問題は女性のエン
パワーメントだけではなく特質を活用することで解決することができる。二つ目は、
国内政策ではエンパワーメントが重視され、女性の特質を活かす方策が欠如している。
これらの実証方法として、日本国内で活躍する女性企業家の企業とその他既存の企業
が行う女性への企業内でのサービスや活動を分析する。例えば、日本又における実証
例を模索する。例として、日本ではアート引越センターの創業者である寺田千代乃氏
をピックアップしている。彼女はもともと運送業であった引越し業をサービス業とし
て消費者に提供したところ、企業名が日本全国に知れ渡る程の大企業となった。PRキ
ャラは知名度の高いキャラクターを起用、新居へは白い靴下を着用、荷造り・荷どき
の代行等のサービスは、寺田氏が女性であることによって主婦である女性を主とした
視点からのサービスである。従来日本では、引っ越しを行う際には主婦である女性が
中心となって行ってきた。よって論理内は主婦が顧客と考えられる。しかし、一般的
な男性主義型の企業がそれを無視したサービス提供を行ってきた。寺田氏の発想はそ
れを覆すものと言える。また、各企業が実施した女性に関する活動等が女性の視点・
能力を有して利益を上げたのかを検証する。 次に政府による政策・計画は企業にと
って大きな影響力を持つことから、2012 年から厚生労働省により実施されている行動
計画とジェンダー主流化を政策に取り入れる動きのある EU 諸国と日本の企業におけ
るジェンダー問題への政策の比較を行い、日本の実施する政策や行動計画がジェンダ
ー主流の点から不足していると考えられる点を明確にした。その結果、日本には女性
の特質を活かす場が存在し、女性ならではのアイデアにより利益を上げることが可能
であった。また、国内政策における女性の特質を活かす方策の欠如とともに現在の国
内政策における問題も明らかとなった。ジェンダー主流化を進める国との国際比較に
より、日本はジェンダー主流化の不足は勿論のこと定義の明確さが乏しい。もう一点
は国内行動計画や政策における法的拘束力の範囲が狭く、各企業の自助努力に留まる
ことが示された。 
 政策提言では、検証結果より次の三点を提案する。政府による「ジェンダー主流化」の
定義を明確なものとすること、企業におけるメンターやロールモデルの育成を継続し実施、
管理職員を対象とする法的拘束力を持った企業内クオータ制の導入である。また、今後の
課題として、今後日本独自のジェンダー主流化を如何に定義付けるかが問題となる。ジェ
ンダー主流化を進める EU 諸国においても各国によってジェンダー主流化の定義は異なり、
政策方針も異なることから、政策を実施するうえで国内のジェンダー主流化の定義を明確
化することは最も重要な課題となる。 
